
市町村財政比較分析表(平成19年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の適正度

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [357,921円]
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実質公債費比率 [17.2%]
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将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [2,131,597円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし

人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

諸塚村
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、

当該団体と同じグループに属する団体を言う。

※平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※ラスパイレス指数及び人口1,000人当たり職員数については、平成19年地方公務員給与

実態調査に基づくものである。なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、

当該項目に係るデータのグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄
●財政力指数

平成１８年度と同じ数値で、類似団体と同様の指数となっている。本村の村税収入は、２億５千２百万円であるが、昭和２６年

以来村税の完納を続けており、村民一人ひとりが主役の村である。

●経常収支比率

平成１８年度（９２．３％）に比較し、低い数値となったが、類似団体と比較するとやや高い数値となっている。今後とも、職員

数の適正化や単独事業の見直しなど、より一層の行財政改革に取り組んでいきたい。

●人口１人当たり人件費・物件費等決算額

●ラスパイレス指数

国の給与規程に準じ、基準外の特別昇給等はなく、さらに人事評価を昇給、昇格等に反映しているため、年々低い数値を示し

ている。

●人口１人当たり地方債現在高

林業を中心とし、林内道路網の整備、木材加工施設、椎茸生産施設等の基盤整備を重点的に行い、一時は、５８億円まで膨ら

んだ地方債も、現在は残高４４億８千７百万まで縮小されてきている。さらに近年は、過疎債や辺地債、臨時財政対策債、災害対

策債といった交付税措置のある優位な起債のみの活用となっている。

人件費関係の決算額の標準財政規模に占める割合は、２４．７％（類似団体３６．７％）であり、その内職員給は、１３．８％

（類似団体１７．６％）である。また、議員定数の削減（１２名⇒８名）により、議員報酬手当の決算額の標準財政規模に占める

割合は、平成１８年度は１．９％であったが、平成１９年度は１．３％となっている。

物件費は全体の決算額に占める割合が、平成１８年度５．７％に対し、平成１９年度では７．３％となっており、人口１人当たり

の決算額も類似団体と比較し、高額となっている。

●実質公債費比率

公債費は、平成１６年度をピーク（７億６千１百万円）に減少傾向となり、平成１９年度決算で６億６千万円となっている。さらに、

村債の借入についても優位債に限り借入を行っている。

●人口1,000人当たり職員数

平成２１年度までの集中改革プランにより、８２名の職員数を平成２２年４月１日で７８名とするプランを掲げているが、平成２０

年４月１日現在で７３名と既に目標を達成した形となっている。


